
 

本論文は 

世界経済評論 2021 年 3/4 月号 
（2016 年１月発行） 

掲載の記事です 

(2021 年 3月発行) 

掲載の記事です 



Ⅰ イノベーションの躍進と

労働生産性の上昇

米国の産業競争力の向上，賃金・雇用の拡

大，長期的な経済成長にはイノベーションが欠

かせない。米国の過去 180 年間の主要な技術進

歩の例を見てみると，1876 年にはグラハム・

ベルによる電話機，1888 年には輸送機械関連

である電磁モーター，1906 年にはライト兄弟

による飛行機，1938 年にはデュポンによるナ

イロン繊維，1940 年にはビニール，1960 年代

の国防高等研究計画局（DARPA）によるイン

ターネット，1980・84 年にはスタン・コーエ

ンとハーブ・ボイヤーによる組み換えDNA技

術，1999 年にはインターネットから 1 回のク

リックで購入できるシステム，などの発明が行

われた。

米国の技術開発やイノベーションの進展は，

生産性を大きく引き上げる要因にもなる。図 1
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米国はなぜ

グローバル競争力を

高めているのか

米国産業の特徴として，IT 産業や金融システムの発達，労働市場の柔軟性，ベンチャー企業の高い成長力，

技術開発・イノベーション能力の高さ，などを挙げることができる。最近では，権限の委譲の度合いやリスク

のあるアイデアへの企業の許容性とともに，産業クラスターの集積や産官学連携などの分野での競争力におい

ても米国の優位性が高まっており，世界のグローバル競争力のランキングで首位争いを演じている。また，日

本などと比較して，スタッフや大学卒業生の訓練度，熟練従業員の採用の容易さ，等の職場や教育の現場に関

わる分野でも米国の競争力が高まっている。さらに，米国はデジタル競争力のランキングでは，世界のトップ

に位置付けられている。その背景として，ロボットの導入やデジタル関連法の整備に加え，ビッグデータの分

析・応用やベンチャーキャピタルの利用の進展，などが考えられる。米国の強みは製造業でのモノ作りを促進

する技術開発力だけでなく，既存の情報通信技術や物流を応用して社会の変革を促した GAFAM（グーグル

やアマゾン，フェイスブック，アップル，マイクロソフトの名前の頭文字）を生んだことである。これらの会

社は，著しく改善されたモノやサービスの導入を示す「プロダクト・イノベーション」や販売・配送方法のプ

ロセスの改良である「プロセス・イノベーション」をもたらした。新型コロナ後の経済や雇用の回復に懸念は

残るものの，こうした米国の産業競争力は拡大発展し続けると思われる。



のように，米国の非農業ビジネス部門と製造業

部門における労働生産性（1 時間当たり付加価

値）の年平均成長率は，1980 年代から 2007 年

にかけて上昇し続けた。しかしながら，2007

年に発生した金融危機の広がりにより，2007

年から 2019 年までの米国の労働生産性の年平

均成長率は非農業ビジネス部門でも製造業部門

でも低下した。これが，金融危機以降の米国の

実質 GDP の平均成長率を押し下げた原因の 1

つになっている。

米国の労働生産性は 2010 年代においても依

然として金融危機の後遺症を払拭できていない

が，これはグローバル化による製造拠点の海外

への移転の影響も重なっているためとも考えら

れる。つまり，国内の生産と雇用が中国やメキ

シコなどにシフトしているのだ。

図 1 において，2007 年から 2019 年にかけ

て，製造業の方が非農業ビジネス部門よりも年
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図1 米国の非農業ビジネス及び製造業の労働生産性の年平均成長率：1979(87)-2019

（注）非農業ビジネス部門の最初の期間の年平均成長率は 197-1990 年，製造

業部門は 1987-1990 年。

（資料）米国労働省労働統計局（UBLS）データより作成

図2 米国の主要サービス部門の労働生産性の年平均成長率：1987-2018

（資料）米国労働省労働統計局（UBLS）データより作成



平均成長率が低下しているが，これはその分だ

けサービス部門の伸びが相対的に高いことを示

唆している。

米国は 1990 年代以降，国内の製造業の生産

拠点を海外に移転する一方で国内産業のサービ

ス経済化を進めてきた。米国はいわゆる脱工業

化を世界に先駆けて実現してきたわけである

が，これがその後の情報・知識・サービス産業

の勃興や GAFAMの誕生につながったことは

周知の事実である。

一方，図 2 は 1987 年から 2018 年までの米

国の主要サービス部門の労働生産性の年平均成

長率を描いたものである。この期間における米

国の主要サービス分野の中で労働生産性を上昇

させたのは，ソフトウエア開発やケーブル事

業，有線・無線通信事業，旅行代理店，商業銀

行，会計・予約サービスらの部門であった。

やはり，米国では 1980 年代から今日まで，

GAFAM などを含む IT 関連とともに，レ

ジャー，金融，専門技術などのサービス分野に

おける労働生産性の成長率が一貫して高く，こ

れらの部門が継続して米国のグローバル競争力

を引き上げて来たことは明白である。

Ⅱ バイデン政権の競争力促進策

ジョー・バイデン氏が米国大統領に就任すれ

ば，増税やインフラ投資などの支出増に伴う大

きな政府を志向することになるし，バイアメリ

カンを促進し国内の雇用を重視する政策を展開

すると思われる。バイデン氏は，環境対策の一

環として 4年間で過去最大規模の 2兆ドルを投

資し，パリ協定への復帰を目指すことを表明。

これにより，追加経済対策やヘルスケア支出，

社会保障費の増額などを含めれば，10 年間で

約 10兆ドルの歳出増となる試算結果もある。

通商外交政策においては，多国間による話し合

いを採用しながらも，中国に対する厳しい姿勢

には変更がないものと考えられる。

バイデン氏は 2020 年 7月 9日，激戦州のペ

ンシルベニア州で演説し経済再生計画を発表し

た。米国を「より良く立て直す（Build Back

Better）」とし，バイアメリカンにより米国の

中間層を支えていく姿勢を鮮明にした。バイデ

ン氏の政策課題は，①国内産業基盤の強化，②

長期的に強靭な経済の実現，③働く親への支援

強化，④労働者層と中小企業への支援強化，⑤

人種間の平等をもたらす包括的な方策，の 5点

となる。

バイデン氏は大統領就任から 1期目の間に，

インフラの近代化などのために蓄電池や次世代

素材・エネルギー設備などの開発に 4 年間で

4,000億ドル分の米国製品・原材料の連邦政府

調達の実施を掲げている。環境対策のワーキン

ググループをホワイトハウス内に置き，司法省

内に環境・気候司法部門を新設する。そして，

トランプ政権で 21％に下げられた法人税率を

28％に引き上げるとし，アマゾンからも連邦所

得税を徴収する意向である。

また，中国の不公正な貿易慣行への対抗など

を念頭に，米国のイノベーションの促進を掲げ

（Innovation in America），バッテリー技術や人

工知能，バイオ技術，クリーンエネルギーなど

の新産業の研究・開発（R&D）と新興技術に

4 年間で 3,000億ドルを投資する。例えば，電

気自動車（EV）や軽量化に関わる技術のほか，

第 5世代移動通信システム（5G）やAIなど付

加価値の高い製造技術分野に投資し，高い質の

雇用の創出を行うとしている。こうしたバイデ

ン氏の科学技術振興策は，オバマ政権時のイノ
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ベーション戦略を彷彿とさせるものだ。

バイデン氏は，電気自動車の普及のために充

電施設の 50万ヵ所の設置を表明し，消費者に

EVへの買い替えを促す奨励金を支給するとし

ている。自動車メーカーやサプライヤーには生

産設備への投資にインセンティブを付与し，政

府も，公用車 300 万台を EV などに切り替え

る。

こうしたバイデン氏のイノベーション支援策

は，国内産業の生産と雇用の拡大を目指すとい

う面ではトランプ大統領の保護主義的な経済通

商対策と重なり合うところがある。しかしなが

ら，トランプ大統領による 2国間交渉による追

加関税などの制裁措置の実施などと違い，国内

産業の競争力を引き上げながら質の高い雇用を

確保するという点で異なるアプローチであると

考えられる。

Ⅲ 米国のグローバル競争力は

なぜ上昇したか

スイスのジュネーブに本部を置く世界経済

フォーラム（WEF，World Economic Forum）

は，「世界競争力報告：The Global Competi-

tiveness Report」を発表している。WEFによ

れば，2019 年の米国のグローバル競争力は，

表 1 のように，ビジネスダイナミズムやイノ

ベーション能力，金融システムなどの分野での

際立つ競争力の高さを背景に，世界ランキング

で第 2位であった。前年から 1つ順位を落とし

たものの，2016 年の 3位から順位を 1 つ上げ

ている。

米国のグローバル競争力が高いのは，サービ

ス産業の生産性の伸びとともに，製造業の生産

性の水準（付加価値額）も高いためだ。米国の

サービス産業の競争力の強さは，GAFAM を

生み出したということだけでなく，世界の株価

時価総額ランキングのトップテンの中にこれら

の企業の全てが入っていることからも窺い知る

ことができる。

ボストンコンサルティングのデータによれ

ば，米国の製造業の生産性（労働者一人当たり

の製造付加価値）の年平均成長率は 2013 年か

ら 2018 年までの 5年間で 1.1％の上昇にとど

まったが，日本は同期間に 3.3％，ドイツは

2.4％，中国は 7.3％も拡大した。ただし，

2018 年の単年だけを比較すると，米国の対前

年伸び率は 4％増となり，日本の 3％増やドイ

ツの 2％増よりも上昇した。

それに，2018 年の同年の米国の労働者一人

当たりの付加価値は 11.1万ドルであり，日本

の 8.1万ドルやドイツの 9万ドル，中国の 2.8

万ドルを上回った。つまり，米国は 2013 年か

ら 2018 年までの期間において，製造業の生産

性の平均成長率では日本，中国，ドイツよりも

低かったが，労働者一人当たりの付加価値の絶

対額ではより高い水準を保ったということにな

る。

上記のような要因などを背景に，米国のグ

ローバル競争力は高まっているが，その第 1 の

理由として，米国はイノベーション能力で世界

に抜きんでていることが挙げられる。産官学連

携がうまく機能し，官民の研究機関の能力が高

く，論文の引用数も多いなど，米国は技術革新

を推進する環境や条件をしっかりと備えてい

る。移民大国でもある米国では，専門家などの

海外からの人の移動が制度化されているし，国

内の労働市場でも人の移動は活発である。ま

た，イノベーションを引き起こす関連法や法制

度の整備が進んでおり，円滑なビジネスの促進
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に必要な自由化や規制撤廃が広く浸透してい

る。

第 2 に，米国のグローバル競争力が高い理由

として，米国産業の中に潜むビジネスダイナミ

ズムを挙げることができる。つまり，米国産業

には ICT利用やデジタル化による技術開発の

進展とともに，アイデアを実現し易く競争原理

が働く市場メカニズムが機能している。そし

て，人の移動や起業が容易な環境が整ってお

り，常に付加価値が高く将来性のある産業構造

への転換を可能にするビジネスダイナミズムが

備わっている。

第 3 に，新規のベンチャービジネスが手厚い

金融支援を受けて次々と誕生していることが挙

げられる。これは，米国のビジネスシステムが

時代の環境や情勢の変化に的確かつ迅速に対応

する柔軟性を持っていることが背景にあると考

えられる。例えば，米国企業は GAFAMに見

られるように，プラットフォームなどを利用し

たビジネスをいち早く開発・導入し，高付加価

値な産業分野を世界に先駆けて開拓・普及させ

ることに成功している。

また，米国はカリフォルニアのシリコンバ

レーによく見られるインキュベーター（ベン

チャービジネスを育てる施設）等を活用して，

これまでに多くの新興企業を生み出してきた。

インキュベーターのマネージャーは，ベン

チャー企業と資金の提供者であるベンチャー

キャピタルとを巧みにマッチングさせ，新規ビ

ジネスの創造を支援する役割を果たしている。

彼らは，企業間を渡り歩き幾つかの仕事を経験

することで，業際的なビジネスに精通するよう

になる。こうした人材を育成するには，米国の

労働市場が柔軟に機能し，技術や経営管理がわ

かる有能なマネージャーを醸成するビジネス環

境が有効に働いていることが不可欠である。す

なわち，米国の人材育成と金融支援のシステム

における競争力の高さも，ベンチャービジネス

の創出に大きく貢献していると考えられる。

第 4 に，米国内の製造業のコスト競争力の低

下に対応するため，いち早く海外への工場移転

や製造委託（アウトソーシング）を進めたこと

も，米国の国際競争力を高める 1 つの要因で

あったと思われる。例えば，アップルのスマー

トフォンやデルのコンピューターなどはグロー

バル化の恩恵を享受している代表的な製品であ

る。

第 5に，米国のこれまでの政権は自国産業の

保護を目的とする強硬な通商政策を実施し，米

国企業の輸出拡大や海外展開支援，あるいは米

国内への投資の規制を進めてきたが，これが米

国産業の復活や活性化につながる面もあったと

考えられる。古くは日米貿易交渉での半導体や

鉄鋼あるいは自動車の例がある。最近では，ト

ランプ政権は輸出管理法の改正による中国の

ファーウェイなどへの輸出規制，対米外国投資

委員会（CFIUS）による外国からの対米投資

への規制などを打ち出し，米国の国内生産・雇

用の拡大や貿易赤字の削減，あるいは国家安全

保障の観点から中国などの海外からの対米投資

の規制を試みている。

Ⅳ 米国の競争力の強い項目は何か

表1に掲載されている米国のグローバル競争

力を示す重要な項目の中で，2019 年において

米国の順位が高い分野として，ビジネスダイナ

ミズム（順位：1位），イノベーション能力（2

位），金融システム（3位），労働市場（4位），

技術・訓練（9位），を挙げることができる。
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同様に，2019 年における日本のビジネスダ

イナミズムの順位は 17位，イノベーション能

力は 7位，金融システムは 12位，労働市場は

16位，技術・訓練は 28位であったので，この

グローバル競争力にとって重要な分野におい

て，米国は日本に対して大きな優位にある。し

かも，米国はイノベーション能力とビジネスダ

イナミズムにおいて，2019 年には 2016 年に対

して両方の分野で順位を上げているが，日本は

イノベーション能力では順位を 1つ上げている

ものの，ビジネスダイナミズムでは順位を下げ

ている。

表 1 は，12 から成る大きな指標でもって米

国のグローバル競争力を示したものである。こ

れに対して，表 2 は約 100 から成るそれよりも

細かな指標の中から，2019 年における米国の

競争力（順位）が高いもの（23指標）をピッ

クアップしている。

同表によれば，23 の指標の中で米国の競争

力（順位）が 1位であったのは，デジタルビジ

ネスへの法的枠組みの適用，熟練従業員の採用

の容易さ，退職手当費，労働の移動，ベン

チャーキャピタルの利用，倒産規制の枠組み，

科学出版物とその引用の数，官民研究機関の能

力と地位，の 8指標であった。

指標が 2位であったのは，中小企業の資金調

達，国内市場規模，起業家リスクへの対応，革

新的企業の成長，リスクのあるアイデアへの企

業の許容性，産業クラスターの集積，産官学連

携，の 7指標であった。

3位は民間部門の国内融資の 1指標，4位は

バイヤー洗練度の 1指標，5位は公的オンライ

ンサービスの利用，大学卒業生の訓練度，雇

用・解雇慣行の 3指標，6位はスタッフの訓練
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表1 米国の主要指標におけるグローバル競争力（順位）の推移

2016 & 2019

競争力の指標

2016 2019

主要競争力の項目 順位 主要競争力の項目 順位

1 制度 27 制度 20

2 インフラ 11 インフラ 13

3 マクロ経済環境 71 ICTの採用 27

4 健康と初等教育 39 マクロ経済の安定 37

5 高等教育と訓練 8 健康 55

6 財市場効率 14 技術・訓練 9

7 労働市場効率 4 財市場 8

8 金融市場の発展 3 労働市場 4

9 技術的準備 14 金融システム 3

10 市場規模 2 市場規模 2

11 ビジネス洗練度 4 ビジネスダイナミズム 1

12 イノベーション能力 4 イノベーション能力 2

全体 3 全体 2

（注）2019 年の競争力の指標に，3（ICTの採用）が新たに加わったため，その代わり 2016 年の

指標 9（技術的準備）がなくなった。その他の指標は，2016 年と 2019 年で順番が異なる場

合があるものの共通である（以下，同様）。

（資料）WEF, The Global Competitiveness Report 2016，2019 より作成



度の 1指標，7位は権限移譲の度合いと労働力

の多様性の 2指標であった。

これらの指標の中でも，米国はベンチャー

キャピタルの利用と産業クラスターの集積，及

びスタッフの訓練度で年々順位を上げている。

従来のイメージでは，米国における産業競争

力の強さの理由として，金融システムの効率性

や労働市場の柔軟性，ベンチャー企業の高成

長，技術開発・イノベーション能力の高さ，な

どを挙げることになる。

ところが，表 2 から浮かび上がってくるの

は，米国の「技術・訓練」という大きな項目

（表 1 の指標 6：順位 9 位）の競争力を，ス

タッフの訓練度（表 2 の指標 6.02：順位 6位）

や大学卒業生の訓練度（6.04：5 位），熟練従

業員の採用の容易さ（6.06：1 位），などの職

場や教育の現場に関わる指標が，支えているこ

とである。

また，米国の「ビジネスダイナミズム」（表

1 の指標 11：順位 1位）の競争力が拡大してい

る要因の中に，倒産規制の枠組み（表 2 の指標

11.04：順位 1 位）や起業家リスクへの対応
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表2 2019年グローバル競争力の項目別の日米比較

グローバル競争力の項目 日本の順位 米国の順位 2019 競争力の指標

公的オンラインサービスの利用 5位 5位 1.12

デジタルビジネスへの法的枠組みの適用 34 1 1.22

スタッフの訓練度 9 6 6.02

大学卒業生の訓練度 42 5 6.04

熟練従業員の採用の容易さ 54 1 6.06

退職手当費 9 1 8.01

雇用・解雇慣行 104 5 8.02

労働の移動 75 1 8.08

民間部門の国内融資 7 3 9.01

中小企業の資金調達 13 2 9.02

ベンチャーキャピタルの利用 17 1 9.03

国内市場規模 4 2 10.01

倒産規制の枠組み 9 1 11.04

起業家リスクへの対応 58 2 11.05

権限移譲の度合い 27 7 11.06

革新的企業の成長 30 2 11.07

リスクのあるアイデアへの企業の許容性 48 2 11.08

労働力の多様性 106 7 12.01

産業クラスターの集積 12 2 12.02

産官学連携 25 2 12.04

科学出版物とその引用の数 6 1 12.05

官民研究機関の能力と地位 7 1 12.08

バイヤー洗練度 6 4 12.09

（資料）WEF, The Global Competitiveness Report 2019 より作成



（11.05：2位）といった指標の他に，権限移譲

の度合い（11.06：7 位）やリスクのあるアイ

デアへの企業の許容性（11.08：2 位）といっ

た指標が入っていることに驚かされる。

同様に，米国の「イノベーション能力」（表

1 の指標 12：順位 2位）の向上の要因として，

科学出版物とその引用の数（表 2 の指標

12.05：順位 1位）とともに，産業クラスター

の集積（12.02：2位）や産官学連携（12.04：

2 位）及びバイヤー洗練度（12.09：4 位）と

いった指標が加わっていることも注目に値す

る。

これに対して，日本は 2019 年の特許出願件

数（100万人当たり）では順位が 1位（米国は

13位）であるが，表 2に入っている権限移譲

の度合いでは 27位にとどまる。また，産業ク

ラスターの集積（12位），産官学連携（25位）

では年々順位を低下させている。これまで日本

の産業競争力の源泉と考えられてきた産業クラ

スターの集積と産官学連携での順位の下落に

は，考えさせられるものがある。

一方，表 2 に示されている米国の競争力が高

い細かな指標においては，日本は労働の多様性

では 106位，労働の移動では 75位，起業家リ

スクへの対応では 58位，リスクのあるアイデ

アへの企業の許容性では 48位，大学卒業生の

訓練度では 42位，革新的企業の成長では 30位

となっており，全くこの分野では米国に太刀打

ちができない状況にある。つまり，日本は「雇

用制度」や「ベンチャー企業の育成」だけでな

く，今や「産業集積・産官学連携等の企業の活

力」や「イノベーションを引き起こす環境」な

どの競争力においても，米国から水をあけられ

ている。

ただし，日本は科学出版物とその引用の数

（6位），官民研究機関の能力と地位（7位）で

は米国ほどではないものの高い競争力を持つ。

また，特許出願件数（100万人当たり）（1位）

や企業の R&D支出（GDP比）（6位）におい

ても順位が高い。したがって，こうした「知的

資産」をテコにして，一段の全体的なグローバ

ル競争力のレベルアップを目指すことが期待さ

れる。

Ⅴ 圧倒的に強い米国のデジタル競争力

1．米国は3年続けて首位

世界経済フォーラム（WEF）と同じくスイ

スに本拠地を置く国際経営開発研究所（IMD）

は，2017 年から「デジタル競争力ランキング：

IMDWORLD DIGITAL COMPETITIVENESS

RANKING」を公表している。

4 回目に当たる 2020 年のデジタル競争力ラ

ンキングによれば，63 か国中で最も高いデジ

タル競争力を有する国は 2019 年に引き続き米

国であった。2020 年の 2位はシンガポール，3

位はデンマーク，4位はスウェーデン，5位は

香港の順番であり，日本は 27 位と 2019 年の

23 位から順位を落とした。ちなみに韓国は 8

位（2019 年は 10位），台湾 11位（13位），中

国は 16位（22位）であり，いずれも日本の順

位を上回った。

2017 年のデジタル競争力ランキングでは，

米国はシンガポール，スウェーデンに次ぐ 3位

であった。2018 年と 2019 年には米国は 1位に

上昇し，2位はシンガポール，3位はスウェー

デンであった。つまり，米国とシンガポール，

スウェーデンの 3 か国は，2017 年から首位争

いを続けており，米国はその中で 2018 年から

2020 年まで 3 年続けて首位の座をキープした
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ということになる。

2．科学的集中度やデジタル進展度が高い米国

IMDは各国のデジタル競争力ランキングを，

表 3のように，「知識」，「テクノロジー」，「将

来への準備」，という 3 つの「構成要素」から

分析・評価している。この 3つの「構成要素」

はさらに 3つの「副構成要素」に細分化され，

「副構成要素」はさらに表 4 で示されているよ

うに，次の下のレベルである「副々構成要素」

に分かれ，それぞれの要素は 63 か国中何番目

であるかが評価される。

例えば，米国は表 3 のように，「構成要素」

の 1 つである「知識」の分野で 2020 年には 1

位であるが，同分野はさらに「副構成要素」の

「能力（14位）」，「教育・訓練（24位）」，「科学

的集中度（1位）」の 3 つに分解される。さら

に，「副構成要素」の「科学的集中度」は，表

4 のように，「副々構成要素」の R&D 支出に

対する科学記事数（3 位），教育や R&D にお

けるロボット数（3位），ハイテク特許付与（5

位），R&D 支出の GDP 比（10 位），などに分

かれて評価される。

2020 年の米国のデジタル競争力は，表 3 の

ように 1 位であるが，それは構成要素の「知

識」が 1位，「テクノロジー」が 7位，「将来へ

の準備」が 2位となっているためである。さら

に，米国が「知識」の副構成要素である「科学

的集中度」で 1位，「テクノロジー」の副構成

要素である「資本」で 1位，「将来への準備」

の副構成要素である「デジタル進展度」と「ビ

ジネス俊敏性」で 2位となっていることが，デ

ジタル競争力を高めている背景と考えられる。

また，表 4の下線で示されているように，

米国の「科学的集中度」の副々構成要素の中で

競争力が高いのは，前述のように R&D支出に

対する科学記事数と教育や R&D におけるロ

ボット数の順位がともに 3位と高いことを指摘

することができる。「資本」の副々構成要素の

中では，ベンチャーキャピタルの利用（1位），

銀行・金融サービスの効率的なサポート（2

位），技術発展への資金供与（2位），の順位が

高いことが挙げられる。

同様に，「デジタル進展度」の副々構成要素

では，世帯当たりのタブレット保有割合（1

位），公的オンラインサービスの利用（1位），

インターネットの売り上げ（2位），スマート

フォンの保有（13位），「ビジネス俊敏性」の

副々構成要素では，世界のロボットに占める割

合（4位），ビッグデータの分析・応用（9位），

企業と大学間の知識の移転（9位），などの指

標の競争力が高い。

米国においては大学と企業との間の連携がう

まくいっており，知識の移転やベンチャーキャ
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表3 2020年の米国のデジタル競争力ランキング（63か国中何位）

全体 構成要素 副構成要素

米国 1位

1位

知識

14 位

能力

24 位

教育・訓練

1位

科学的集中度

7位

テクノロジー

22 位

規制

1位

資本

7位

技術的フレームワーク

2位

将来への準備

2位

デジタル進展度

2位

ビジネス俊敏性

10 位

IT統合度

（資料）IMD WORLD DIGITAL COMPETITIVENESS RANKING 2020



ピタルの利用が発展している。科学記事の件数

も多く，イノベーションを引き起こす科学研究

関連法も整備されている。銀行・金融機関によ

る支援も効率的であり，ビッグデータの分析・

応用も進展しており，デジタル経済を発展させ

る環境が整っている。

3．新型コロナ後も強化される米国のデジタ

ル競争力

IMD のデジタル競争力ランキングでは 1位

に君臨する米国であるが，そのデジタル競争力

は新型コロナ後も拡大発展する可能性が高い。

なぜならば，新型コロナの影響が深刻化する中

で，注目されるのはグーグル，アマゾン，フェ

イスブックなどのGAFAMの動きである。

アマゾンは新型コロナ後も北米で 10万人以

上の雇用拡大，グーグルとフェイスブックは顧

客サービスの増加が見込まれる。アップルもス

マートフォンの中国での生産が回復し，その新

製品や在宅勤務に必要不可欠なデバイスの販売

も順調のようである。パンデミックによる米国

経済への悪影響が続く中で，こうした GAFAM

のような情報通信革命の申し子は，新型コロナ

後のインターネットなどを活用した新業態や

E-コマースにおいても一段の成長が見込まれ

る。つまり，新型コロナを契機に GAFAM は

さらに拡大発展し，米国経済の回復に貢献する

と思われる。

また，IMDが示すように，米国においては，

「ベンチャービジネス支援能力」，「銀行・金融
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表4 2020年の米国の最小項目別のデジタル競争力ランキング（63か国中何位）

構成要素 副構成要素，福々構成要素

米国

知識

能力 教育・訓練 科学的集中度

デジタル技術力（6 位），外国

人技術者数（2 位），OECD15

歳数学評価（36 位），国際性

（管理職の外国での業務経験）

（31 位）

教育への公共支出の GDP 比

（10 位），学位を持つ女性の割

合（13 位），教師当たり学生

数（19 位），高等教育の割合

（17 位）

R&D 支出に対する科学記事数

（3 位），教育や R&D における

ロボット数（3 位），ハイテク

特許付与（5位），R&D支出の

GDP比（10 位）

テクノロジー

規制 資本 技術的フレームワーク

イノベーションを引き起こす

科学研究関連法（7 位），法制

度に支えられた技術の発展と

応用（5 位），事業開始手続き

に関する規制の煩雑さ（30

位），移民法（63 位）

ベンチャーキャピタルの利用

（1 位），銀行・金融サービス

の効率的なサポート（2 位），

技術発展への資金供与（2

位），IT/メディア株式時価総

額（6 位），電気通信投資の

GDP比（21 位）

インターネットのユーザー数

（3 位），無線ブロードバンド

加入者の割合（6 位），ハイテ

ク輸出の割合（21 位），モバ

イル市場での 3・4G の割合

（23 位）

将来への準備

デジタル進展度 ビジネス俊敏性 IT統合度

世帯当たりのタブレット保有

割合（1 位），公的オンライン

サービスの利用（1 位），イン

ターネットの売り上げ（2

位），スマートフォンの保有

（13 位），グローバル化（53

位）

世界のロボットに占める割合

（4位），ビッグデータの分析・

応用（9 位），企業と大学間の

知識の移転（9 位），企業の敏

捷性（15 位），機会や脅威へ

の素早い対応ができない（17

位）

ソフトウエアの著作権侵害（1

位），電子政府（9 位），官民

ベンチャーの技術連携（19

位），サイバーセキュリティ

（33 位）

（注）順位が 15 位以内の項目は下線で表示

（資料）IMD WORLD DIGITAL COMPETITIVENESS RANKING 2020



サービス支援能力」，「オンライン・ショッピン

グの競争力」などが高く，新型コロナ後もデジ

タル経済化がさらに進展するための環境は整備

されている。これらの他に米国のデジタル競争

力を進展させる要因としては，インターネット

の活用はもちろんのこと，研究開発費に対する

科学論文数の割合が高く，教育・研究開発用の

ロボット数も多いことが挙げられる。したがっ

て，これまでに培ってきたデジタル経済への先

行投資がうまく生かされ，今後も GAFAMを

中心に米国のデジタル競争力の高さは維持拡大

される見込みだ。

バイデン氏が大統領に就任すれば，米国のイ

ノベーションの促進を進め，電気自動車（EV）

やバッテリー技術，人工知能，5G，クリーン

エネルギーなどの新産業の研究・開発（R&D）

と新興技術に多額の投資を行い，高い質の雇用

の創出を推進するものと思われる。バイデン政

権が，トランプ大統領が進めた保護主義と反グ

ローバル化の流れに対して，こうしたクリーン

エネルギーを含む「戦略的な産業競争力の促

進」を目指す経済政策にスムースに転換できる

かどうかが注目される。
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